
＊安倍政権の「戦争する国」づくりの

一環が『教科書問題』

＊「戦争法」廃止運動を盛り上げるた

めにも、『教科書問題』を市民の中に！

＊「道徳の教科化」＝２，３年後に「小学中学の採択」が行われる！

（横浜教科書採択連絡会の資料より）

← ↓



◆育鵬社採択地区 2015.9.3現在

※地域名の首長名は教育再生首長会議メンバー （＊は新規）

大田原市（津久井富雄市長）7月 15日 歴史・公民を継続（4：2）9校 700
呉市（小林和年市長）7月17日 歴史・公民を継続7月31日にＨＰで公表 28校 2,000
東京都教育委員会 7月 20日 歴史・公民を継続（4：2）
中高一貫校（10校）・特別支援学校（聴覚障害・肢体不自由・病弱） 1,400

東大阪市（野田義和市長） 7月 27日 26校 公民を継続 4,400 歴史・教育出版

選定委員会答申：東京書籍、教育出版、帝国書院

＊河内長野市 7月 27日 公民 歴史・帝国書院 7校 950
＊四条畷市 7月 29日歴史・公民 4校 歴史 600 公民 620＊市長大阪維新の会系

藤沢市 7月 29日 歴史・公民を継続（4：1） 19校 歴史 3,400 公民 3,400
＊大阪市 8月 5日 歴史・公民（4：2） 128校 歴史 18,400 公民 18,800
2222位の歴史・帝国、公民・日文を補助教材として全員に配布、4年間で 1億円

横浜市 8月 5日 歴史・公民を継続（3333：3333で教育長判断で決定）148校 27,000
横浜市立南高校付属中学校 8月 5日 歴史・公民を継続 歴史 160 公民 160
横浜市立特別支援学校 8月 5日 歴史・公民を継続

埼玉県立伊奈学園中学校 8月 6日 歴史（4：2）・公民（4：1：1）を継続 歴史 80
公民 80 武蔵村山市（藤野勝市長） 8月 7日 歴史（3：2）・公民（3：2）を継続

5校 歴史 630 公民 630
＊松山市 8月 11日 歴史（4：1）公民・日本文教出版（4：1）29校 歴史（4,100）
＊新居浜市 8月 12日 歴史（全会一致） 公民・日本文教出版 10校 歴史

（1,100） 四国中央市 8月 12日 歴史・公民 7校 歴史 750 公民 750
八重山地区（石垣市・与那国町） 8月 17日（採択協議会） 公民を継続（全員一

致） 歴史・帝国書院（４：３）

＊泉佐野市（千代松大耕市長） 8月 19日 歴史（5：1）・公民（5：1） 2000
＊宮城県立仙台二華中学校、県立古川黎明中学校 8月 20日 歴史 各 105 計 210
＊千葉県立千葉中学校、県立東葛飾中学校 8月 26日 歴史・公民 各 80 計歴史

160・公民 80・東葛飾中学校は 16年 4月開校の新設校のため、16年度は歴史のみ//
香川::::::::「県立高松北中学には、（育鵬社）歴史、公民教科書採択

★金沢市 歴史のみ採択（24校、1学年約 4000人；現在の歴史・公民は東京書籍）

★加賀市 歴史・公民を採択（6校 1学年約 600人；現在の歴史・公民は教育出版）

★小松市 歴史・公民を採択 10校 1学年約 1000人 ★東京小笠原村が「育鵬社」

＆：『日本教育再生機構』－勝利宣言－、全国２２都府県３１自治体、約６００校、（しかし・・・）

府県別シェア第一位:::神奈川県、歴史・公民とも、43.7%:::::大阪府で、公民が 33.9％:::

歴史は 27.0％で、第二位::::、愛媛県で、歴史が 53.6％::第一位:::::石川県で、歴史が 53.1％



育鵬社教科書は 「幅広い支持」受け

「躍進」したか

確かに、冊数で歴史 25,540冊 (占有率 2.8ポイ

ント)増 、公民 19,020冊 (同1.8ポイント)増 と

いうのは残念な結果です。これから4年 間、この

教科書を使わされる中学生 ・教員、保護者、地域

住民は大変な状況におかれることになります。し

かし、採択結果は多面的に分析する必要があり、

育鵬社の結果は 「幅広い支持」をうけた 「躍進」

とはいえません。それは次のような理由です。

1.「再生機構」。「教科書改善の会」・育鵬社は採

択目標を10%(120,000冊 )以 上とし、安倍

政権の 「教育再生」政策の成否は育鵬社教科書

が 10%以 上達成できるか否かにかかっている

としていましたが、この日標は達成できず 「躍

進」とはいえません=占 有率では6%前 後であ

り、採択地区数では3.6%に過ぎず、増加分の

歴史69%、 公民 99%は 大阪市の分です。とて

も幅広い市民 ・国民がこの教科書を支持した

とは言えません。

2.育 鵬社教科書を採択させるために、安倍政権、

安倍首相をはじめ下村文科相や 「教科書議連」

メンバーが全力でバックアップし、自民党はハ

ンフレットをつくって全国にばらまきました。

強大な権力を持っている安倍政権、自民党 ・日

本会議 ・日本会議地方議員連盟などが全力をあ

げたにも関わらず、6%程 度、地区数では4%弱

に終わったのは、彼らの教科書が多くの支持を

得られなかったということです。

3.「再生機構」が昨年 6月 に育‖丹鳥社採択のため

に発足させた教育再生首長会議に首長が参加す

る地区では、11年に採択していた6地 区と新

規に3地区で採択されたが、これは約 1割であ

り、この首長のいる9割の地域では採択を阻止

しました。また、10%以 上の採択を確保するた

めに、生徒数の多い地区、政令指定都市がター

ゲットにされてきたが、20の政令指定都市の中

で採択されたのは横浜市と大阪市です。ちなみ

にこの2市だけで採択数の歴史の63%、 公民の

68%を 占めています。

4.育 鵬社教科書が採択された地区はそのほとん

どが、現場教員の調査報告、選定審議会 ・採択

委員会 ・調査委員会など (名称は地域によって

異なる)の 答申 ・報告を全く無視して、教育委

員の政治的 ・独断的な判断による投票によって

採択しました。子どもの教育のためではなく政

治的な目的による不当な採択です。この面から

も 「幅広い支持」とはいえません。

育鵬社教科書の採択を阻止した

各地の運動の成果

前回の 11年に採択されていた、東京都大田区、

島根県益田地区、広島県尾道市、愛媛県今治市の

4地 区では育鵬社の採択をやめさせ、神奈川県立

平塚中等学校でも採択をやめました。これらの地

域をはじめ、全国にたくさんあった 「危ない地域」

のほとんどで採択を許しませんでした。これは全

国的な運動と各地域の草の根の運動が粘り強く展

開された結果であり、貴重な成果です。

私たちは、安倍政権の 「戦争する国」づくりの

重点の一つが教科書問題だと位置づけ、「戦争す

る国」「戦争法案」反対をはじめ、安倍政権の政策、

暴走に反対する様々な運動と連帯 ・連携して育鵬

社 ・自由社教科書採択を許さない運動を展開して

きました。このことが、例年以 Lに今年の採択間

題の運動を大きく前進させました。

今後の問題として、採択された地域の子どもた

ち、教員、保護者、地域の皆さんに対する対策が

重要になります。また、次の教科書採択は4年 後

(2019年)の 中学校ではなく、道徳の教科化によっ

て、2年後の 17年に小学校道徳教科書の採択、3

年後 (18年)に 中学校の道徳教科書の採択があり

まャす。「再生機構」・「教科書改善の会」・育鵬社は

道徳教科書を発行すると思われるので、2年 後に

再び採択問題のたたかいがあります。これに向け

て、早くから体制を整えて取り組む必要がありま

す。

そのため、今年の秋から道徳の教科化、新学習

指導要領、育鵬社内で教科書問題をテーマに学習

運動を展開するようよ。びかけます

(たわら よ しふみ)
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